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1．目的 

 EPA介護福祉士を受け入れている施設のEPA介護福

祉士および日本人職員の意識調査を実施し、日本人

と外国人介護福祉士の協働についての課題を探り、

解決するための方策を考える。 

２．方法 

 （対象） EPA に基づき来日し介護福祉士国家試験に

合格した外国人介護福祉士（以下、外国人）のうち

国内の病院や施設に就労中の者と同施設の日本人職

員（以下、日本人）である。 

（調査方法） 郵送法による無記名自記式質問紙調査。

調査開始時、就労中の人数等は厚生労働省の発表がな

かったため機縁法による調査とした。 

（調査実施期間）平成 28年 11月～平成 29年 9月 

（調査項目）アンケート内容は外国人に対しては日本

での業務に関して満足しているか等、自由記述を加え、

19 問、日本人に対しては外国人の知識、働き方など

をどう思うかなど自由記述を加え 14 問 

（分析方法） 量的データについては機縁法である

ことに加え、回答総数が少数であったため、単純集

計とし、自由記述につてはコード化し内容をカテゴ

リー化した。 

３．調査に際しての倫理的留意 

 調査実施に際しては、当法人倫理委員会に承認を

得るとともに、調査対象者への調査目的の説明を紙

面にて行い協力の同意を得た。 

４．結果 

外国人はフィリピン 8名、インドネシア 15名.男

性 9名、女性 14名、年齢は 28歳～30歳（平均年齢

30.5歳）、勤務年数は 1～5年（平均 2.5年）、勤務場

所は特別養護老人ホーム 11名、老人保健施設 7名、

慢性期病院 3名であった。日本人の回答は 15名から

得られた。 

（アンケート結果） 

今回の結果から外国人、および日本人ともに業務

に対する満足度は高く、仕事仲間としても満足して

いる様子がうかがわれた。特に外国人は全員が日本

で働いて良かったと答え、95.5％が後輩などに日本で

働くことを勧めるとしている。また、外国人と日本

人の介護業務の範囲についても 80％以上が同等であ

ると答えている。 

しかし、日本人と外国人で回答が隔たったのは日

本語能力であった。日本語能力については、外国人

自身は記録をとるのに十分であると 78.2％が答えて

いる一方（図 1）、日本人は外国人が記録をとるのに

十分であると答えているのは 46.6％であり、さらに

73.4％が外国人の記録に対して指導や修正をしてい

ると答えている（図 2）。 

 

 

  

図 1 あなたの日本語は記録をとるのに十分であ

ると思うか 

 

 

図 2 外国人介護福祉士の記録を修正・訂正をした

ことがあるか 

 

また、利用者とのコミュニケーションについては

外国人の 87％が良好であると答えているものの、外



国人と利用者との間に立って調整したことがあると

答えた日本人は 60％いた（図 4）。さらに彼らの日本

語能力ではリーダーや調整役ができないと答えてい

る日本人は 60％であった（図 5） 

 

 

 

 図 3 あなたの日本語は利用者とコミュニケー

ションをとるのに十分か 

 

 

 

 図 4 外国人と利用者の間を調整したことがあるか 

 

 

 

 

図 5 外国人介護福祉士はリーダーや調整役がで

きるか 

 

（自由記述） 

    自由記述をカテゴリー別にすると外国人の場合は

異国での生活に関すること（宗教・国元の家族・子

供の教育）、業務に関すること（利用者や患者からの

感謝・夜勤や休暇、職種への不満）、経済的な問題（仕

送り・教育費・アルバイト）、に関すること、日本語

能力の不十分さに関することに分けられた。 

     一方、日本人で多かったのは外国人との共生に関

すること（外国人であることの不安・本心が分から

ない・宗教への理解）、業務（人手不足の解消・職場

への定着・資格を取るまでの支援・十分な介護技術・

業務における日本語・職場ルールの順守）EPA制度に

関することなどに分けられた。 

４．考察 

 今回の調査は回収率が低く、総数も少なかったが、

外国人と一緒に働いている日本人の意見を聞くこと

ができたことは意義があったと考える。 

今回の結果から、日本語能力に対しての意識に日

本人と外国人差があることが判明した。外国人は十

分な日本語能力があると意識しているのに対し、日

本人は記録、利用者とのコミュニケーション、会議

での調整などが外国人には難しいと考えていること

である。今回のアンケート結果は文献 1）の調査結果

と大きな差はなかったが、さらに異国生活の持つ課

題、経済的な課題が浮上した。 

受け入れ施設側としては先ずは記録・緊急時対応

などが外国人でも容易に行えるシステムを構築する

必要がある。また、今後は異文化の外国人と働くこ

とを視野に入れたスタッフへの教育も必要になるだ

ろう。 

５．結論 

外国人と日本人に対して業務の満足度についてのア

ンケートを行った結果、おおむね業務そのものにつ

いては両者ともに満足していたが、外国人の日本語

能力については懸念が示された。そのため受け入れ

施設側としては記録・緊急時対応などが外国人でも

容易に行えるシステムを構築する必要がある。 
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